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第 1 章及び第 2 章では保安処分の概要及び日本における保安処分の歴史について整理し
た．そのうえで，①保安処分の要点は「危険性の除去」が主目的であること，②対象とし
て想定されていたのは検討初期の段階から精神障害者であり，特に戦後，保安処分に対し
ては精神神経学会をはじめとする反対運動を勃興させたことの 2 点を指摘した． 
第 3 章及び第 4 章では協会の保安処分に対する「対抗」と方針変更の過程について整理















We first examine how the Japanese Association of Psychiatric Social Workers 
(JAPSW) came to accept the Act for the Medical Treatment and Supervision of Insane 
and Quasi-insane Persons who Cause Serious Harm (published July 2003; hereafter 
MTSA), which was nevertheless similar to a Ho-an-shobun (preventive detention,PD) 
that the JAPSW had never accepted. We then elucidate the reasons given by the 
JAPSW to justify their acceptance of the MTSA, and finally analyze the MTSA’s 
statements about “rehabilitation into society.” 
In Sections 1 and 2, we summarize the PD, noting that the PD’s purpose was risk 
management, and those that it originally applied to were the insane and quasi-insane 
who cause serious harm. 
Sections 3 and 4 discuss changes in the JAPSW’s attitude toward the PD. From 
1970 through the 1980s they rejected the PD, but when the Japan Federation of Bar 
Associations published an Outline for the Improvement of Psychiatric Treatment in 
August 1981 similar to the PD, the JAPSW’s response to it was mixed. Then, after the 
forcible hospitalization of a man, the JAPSW issued a statement underlining their 
commitment to “rehabilitation into society and welfare of people with mental illness.” 
Finally, around the year 2000, the JAPSW began agreeing with the MTSA, based on 
their above statement.   
Section 5 and 6 analyzes the “rehabilitation into society” mentioned in the MTSA, 
used by the JAPSW as a basis for justifying their agreement with it. This “rehabilitation 
into society” is described as “people being able to live in an environment which would 
discourage them from again doing illegal acts.” In fact, the “environment” mentioned 
here means “one in which they receive medical treatment.” However, the MTSA then 
defines “medical treatment” as being “continuing to receive the medical treatment 
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域のソーシャルワーカーを PSW と略す）が，2000 年代以降，その構造的類似性から一種
の保安処分と同定できる「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察
























申」（1974（昭和 49）年 5 月 29 日，第 1 編第 15 章に保安処分の規定あり）が各方面から
の強い反対にあったことをふまえて，罪種による対象者の限定を行い，また保安上の必要
という文言を削除した「改良」版である．しかしこの刑事局案も日の目を見ることは無か


































































る処遇については第 4 章 4-1-1 で述べる． 
第 3 章では，協会の保安処分に対する「対抗」の過程について述べる．協会は 1974（昭




第 3 章では第 4 章で詳述する協会の方針変更過程の整理・検討の前提として，日本におけ
る保安処分に対して，協会はどのような「対抗」の姿勢を示してきたのかについて，主に
協会が発行してきた『PSW 通信』及び関連資料等の記述の検討を通して明らかにする． 
第 4 章では，第 3 章の「対抗」の時期からほぼ正確に 20 年後，協会が実質的な保安処分
である医療観察法へ関与することになった方針変更の過程について述べる．1999（平成 11）
年の精神保健福祉法改正時の「重大な犯罪を犯した精神障害者」の処遇に関する付帯決議















第 5 章では，第 4 章で検討した協会の迷走の過程をふまえて，PSW はどのようなロジッ
クで医療観察法への関与を肯定しているのかについて，主に協会機関誌『精神保健福祉』
における医療観察法に関する 2 度の特集号における論考の検討を通して整理する． 
第 6 章では本研究の中軸として，社会復帰調整官の役割の一つである「精神保健観察」






































































第 1 章 保安処分の概要 
 





















保安処分の始点は 1893 年，スイス・ベルン大学教授で刑法学者カール・シュトース（Carl 
Stooss）によるスイス刑法典予備草案，いわゆる「シュトース案」における規定であるとい
うことが刑事法学をはじめとする複数の論者により定説として述べられている 2）．但しこ


















1930 年，刑法に導入され，1933 年施行）（森下[1958]，古田[1981g]，葉山他 [1983]），ノ
ルウェ （ー1902 年制定の刑法に不定期刑と保安拘禁が導入）（森下 [1958]），オランダ（1886
年精神病院への収容命令が規定，1925 年には「TBR 処分（政府の処置にゆだねる監置処分）」





















































 牧野は，論の前提として「中間者」の処遇，すなわち心神耗弱者を取り上げる 5）． 
 

















































































































































































































































































保安処分及び医療観察法との関係については第 3 章以降で検討を行う． 
林弘正は日本における刑法改正事業を 4 期に区分している（林[2003：1]）．第一期は明
治政府成立に伴う律令法系から 1882（明治 15）年施行の刑法（旧刑法）に至る期である．











・1926（大正 15）年 「刑法改正綱領」（臨時法制審議会決議） 
・1927（昭和 2）年 「刑法改正予備草案」 
・1931（昭和 6）年 「刑法並監獄法改正調査委員会総会決議及留保条項（刑法総則）」 
・1940（昭和 15）年 「刑法並監獄法改正調査委員会総会決議及留保条項（刑法総則及
各則）」 
・1961（昭和 36）年 「改正刑法準備草案」（刑法改正準備会） 
・1974（昭和 49）年 「改正刑法草案」（法制審議会総会答申） 
・1981（昭和 56）年 「保安処分制度の骨子（刑事局案）」（法務省） 
 





































に対して，昭和 6 年草案及び昭和 15 年仮案における「監護処分」では，その処分要件が「公
安上」の必要性に修正されている．しかし昭和 15 年仮案が公表された同年 10 月，閣議決
定に基づく各種委員会，調査会等の整理によって調査委員会自体が廃止され（林[2003：99]），
「突如として刑法改正事業の中止が言明されるに至った」（木村 [1942：457]）．この翌年
の 1941（昭和 16）年には予防拘禁制度が導入された改正治安維持法が成立している 3)． 
昭和 15 年仮案以降，刑法改正作業は戦中から戦後にかけて一時的に中断するが，戦後，












1960（昭和 35）年 4 月に刑法改正準備会による未定稿を経て，翌 1961（昭和 36）年 12
月に「改正刑法準備草案」（以下，昭和 36 年準備草案と略す）が公表された．保安処分は
第 16 章，第 109 条～128 条で規定された．昭和 6 年草案と大きく異なる点は処分の種類が









昭和 36 年準備草案における「治療処分」は昭和 6 年草案の「監護処分」が修正されたも
ので，禁固以上の刑にあたる行為をした精神障害者について，「将来再び禁固以上の刑にあ
たる行為をするおそれがあり，保安上必要があると認められるとき」に，「保安施設」に収








とも規定されている．また，昭和 6 年草案及び昭和 15 年仮案における「矯正処分」に加え
て「覚せい罪使用の習癖のある者」が明記されることになった． 





































処分」及び「習癖矯正処分」（後に「禁絶処分」）の 2 種類が規定されている． 

































その後，イ案，ロ案はそれぞれ A 案，B 案として引き続き第三小委員会において議論が
行われ，最終的には特別部会での採決の結果，A 案を採ることになる．その後更に第三小委






































（昭和 36 年準備草案）には設置されることになっていたものである． 
 
2-2 昭和 49 年草案に対する各種団体の反応 
 1974（昭和 49）年 5 月 29 日，法制審議会答申として改正刑法草案（以下，昭和 49 年草
案と略す）が法務大臣に答申された．昭和 49 年草案の骨格は上述の特別部会第三小委員会
においてまとめられた第二次参考案を踏襲したものである．治療に主眼を置き保安処分的


















































類の拡大を提唱していた精神神経学会は，意見書三次案から 4 年後の 1971（昭和 46）年 6
月に開催された第 68 回精神神経学会総会において，これまでの立場を 180 度転換し，「保
23 
 




されている（賛成 360 票，反対 2 票，保留 71 票）（病院精神医学会[1972：109]）．その後，
同年 8 月，理事会「保安処分に反対する委員会」より「保安処分制度新設に反対する意見
書」（以下，精神神経学会反対意見書と略す）が公表された．精神神経学会反対意見書の「2.
















 昭和 49 年草案前後，精神神経学会のみならず日弁連をはじめとして種々の職能団体や学
会から反対の決議や声明が出されることになった．例えば 1974（昭和 49）年 3 月には，精
神医療関係者や弁護士のみならず，宗教家や労働運動関係者等も含めた「刑法改正・保安
処分に反対する百人委員会」が東大病院精神科第一研究室を仮事務局としたうえで結成さ












めに―」（以下，昭和 49 年日弁連意見書と略す）をそれぞれ公表している．また同年 2 月，
「刑法『改正』阻止実行委員会」を発足させている．またこれに関連して，1974（昭和 49）
年 5 月 25 日に開催された第 25 回定期総会において「刑法全面『改正』阻止に関する宣言」
（以下，第 25 回宣言と略す）を公表し，更に同年 5 月 29 日に会長声明として「刑法全面
『改正』に関する声明」を発表している．それぞれについて保安処分に言及している． 








































 昭和 49 年草案は上述の通り各方面からの批判を受けつつも，法務・厚生両行政や，刑事
法学・精神医学の各専門家による根強い支持もあり，法務大臣への答申後，国会上程まで
はいかないまでも廃棄されることなく残っていた．1976（昭和 51）年には，昭和 49 年草
案の追加・修正版である代案としての「中間報告」が出される．法務省は昭和 49 年草案と
中間報告のいずれをとるかについて各界の意見を聴取するため，「意見を聞く会」を 1976

















間報告の不当性を訴えるためのパネルディスカッションを，1980 年（昭和 55）年 11 月以
降，東京（同年 11 月 29 日），大阪（1981（昭和 56）年 3 月 7 日）で開催したのとほぼ同
時期に，法務大臣より日弁連に対して協議の打診があったことが端緒となっている（原
[1982：102]）．1981（昭和 56）年 7 月 25 日の第 1 回会合を皮切りに，1984（昭和 59）年




からは 1982（昭和 57）年 3 月の国会上程を目指したい旨の発言がなされた．日弁連の「基
本的態度」には，当該の意見交換会が刑法全面改正法案の国会上程のための口実とされる
ことは「承服しがたい不信義」であることが表明されている（原[1982：102-104]）．以降，























大六罪種に限定している．また昭和 49 年草案では 2 つの処分ともに明記されていた「保安
上」の必要性要件が削除されている．また治療施設への継続収容期間については，昭和 36

















































要綱案と略す）を公表する．同年 10 月 19 日に日弁連が公表した「精神医療の改善方策に





















日弁連要綱案は，公表直後の同年 12 月 5 日に，東京，大阪に続いて名古屋で開催予定で


















まえて日弁連は，昭和 49 年日弁連意見書に続いて，1982（昭和 57）年 2 月 20 日に「『精











































































本章の最後に，第 3 章以降における整理検討の前提として，PSW が保安処分議論の過程
においてどのような役割を期待されていたかについて，国会における質疑及び上述の日弁

























（昭和 20）年 1 月 1 日以降で，「ソーシャルワーカー」及び「ソシアルワーカー」で検索し
た結果，前者は第 46 回国会衆議院法務委員会第二十三号（1964（昭和 39）年 4 月 7 日）
に登場する．当該委員会「暴力行為等処罰に関する法律等の一部を改正する法律案」審議
過程において政府委員の法務省刑事局長竹内壽平が少年問題との関係で発言したのが最初
























































































以下引用注記は 20 年史編[1984]と略す）及び『30 年史』（日本精神医学ソーシャルワーカ
ー協会第 30 回全国大会運営委員会編[1994]，以下引用注記は 30 年史編[1994]と略す），そ
して『40 年史』（日本精神保健福祉士協会事業部出版企画委員会編[2004]，以下引用注記は
40 年史編[2004]と略す），『50 年史』（日本精神保健福祉士協会 50 年史編集委員会編[2014]，




1964 年～1969 年：草創期（理念中心），1970 年～1972 年：躍動期（実践中心），1973
年～1977 年：混乱期（対象者からの提言），1978 年～1980 年：機能回復期（専門性
検討，かかわりの始点），1981 年～1983 年：再生期（社会的承認を求めて）． 
 
『40 年史』 
1963 年まで：協会前史，1964 年～1969 年：草創期，1970 年～1972 年：躍動期，
1973 年～1977 年：混乱期，1978 年～1982 年：機能回復期，1983 年～1988 年：再




1945 年～1963 年：黎明期～終戦から協会成立まで～，1964 年～1972 年：創始期～
協会設立から Y 問題前まで～，1973 年～1988 年：再生期～Y 問題から精神保健法
施行（昭和の終わり）まで～（1973 年～1977 年：Y 問題提起による混乱期，1978
年～1982 年：提案委員会報告による機能回復期，1983 年～1988 年：「札幌宣言」以
降の再生期），1989 年～1999 年：充実期～精神保健法施行（平成の始まり）から国





PSW 活動の開始から 1972 年までの創始期，②Y 問題（下述）による混乱を極めた 1973
年～1977 年，③協会会員の以降を汲み取り Y 問題と資格化議論を二者択一ではなく相補的
な課題として再提起した 1978 年～1988 年，③精神保健福祉士誕生の過程及び職域拡大を

















る PSW の「対抗」の過程に入る前に，日本における PSW の始点について柏木編[2002]及
び協会発行の年史等を参考に若干の整理をしておきたい． 
日本における PSW の発祥は，1928（昭和 3）年に編纂された東京府立松沢病院史に登場
する「遊動事務員」制度の計画がその始点であるといわれている（柏木編[2002：45]，50
年史編[2014：3]）．また 1931（昭和 6）年に内務省衛生局内に設置された日本精神衛生協

















1963（昭和 38）年 8 月 24 日，日本社会事業大学講堂において全国から 76 名の PSW が参
加して，PSW 全国集会が開催される．翌年 1964（昭和 39）年 5 月 21 日～22 日，第 1 回
































法が同年 6 月 1 日に可決成立することになる（広田 [2004：66-105]）． 
 ライシャワー事件は「PSW 協会の設立を加速した事件」となる（見浦 [1995：23]）．当
該事件後，1964（昭和 39）年 5 月，関東在住の PSW たちが烏山病院に集まり精神衛生法


















を行った問題（青木[1980：161-162]）等である．PSW や協会自身も 1969（昭和 44）年，


















とになるが，同時期に「Y 問題／Y 事件」が勃発することになる． 
 
3-2 「Y 問題／Y 事件」その 1 ――Y 問題告発まで―― 
先述の通り協会は保安処分導入の機運に対して，1974（昭和 49）年 5 月 17 日開催の協
会第 10 回総会決議以降，骨子公表後までの間に 5 回の保安処分反対決議を採択している．
これとほぼ同時期，協会はある事象に直面し，80 年代前半までの 10 年間にわたり「機能不
全」の状態に陥り，組織存立の危機を迎えることになった．その事象とは「Y 問題／Y 事件」
（以下，Y 問題と略す）5)である．Y 問題についてはやや詳細に取り上げ整理検討を行う．






本節では Y 問題の経過の「事実」関係を中心に整理を行う．但し，Y 問題に関する「事
実」の記述には後述の通り要所で食い違いが見受けられることに注意が必要である． 
Y 問題の整理に関しては，前節において使用した文献に加えて，協会側のものとして協会
が Y 問題の告発を受けた 2 年後の 1975（昭和 50）年の理事会において会員に配布するこ
とが決議された「Y 問題調査報告により提起された課題の一般化について（資料）」（20 年
史編[1984：60-70]，40 年史編[2004：171-180]以下，一般化資料と略す．本稿では 40 年史









ともに固有名詞を用いて記述されているが，本節では Y 問題の当該本人である Y 氏をはじ
め人物名のみイニシャル表記にする． 
Y 問題は 1969（昭和 44）年 10 月 4 日，予備校生の Y の父親が川崎市精神衛生センター
（当時）に一人で相談に出向くことから始まる．同センターの PSW によるインテーク記録
には「勉強部屋を釘付けにし 1 週間くらいこもる．9 月中旬より母親を叩く，バットを振り
39 
 
回し暴れる．この 2，3 日『殺してやる』という」とあった（50 年史編[2014：58]）．そも
そも Y は関西方面の大学受験を考えていたが，Y の両親は東京か横浜の大学への進学を主
張し，一方的に Y の受験をやめさせたということがあり，そのことが原因で Y は幾度とな
く両親と口論になっていた（桐原[2014：51]）．さらには Y の腰痛（50 年史編[2014：58]）











をはじめ，10 月 6 日に Y の地域を管轄する川崎市大師保健所の精神衛生相談員 I ワーカー
に電話連絡し，Y を入院させるための家庭訪問の依頼をしている（50 年史編[2014：58]）．






10 月 11 日，Y の母親が大師保健所を訪問した状況と，Y が強制的に入院させられる状況
については，上述の通り協会発行物の記述と，Y 氏支援者側の記述とで事実関係に「食い違
い」が見られる．Y 問題告発以降，10 年にわたり協会は「機能不全」に陥ることになるの






10 月 11 日土曜日午後 2 時頃，母親が保健所に相談のため来所．ワーカーがすでに
帰宅しておったため，日直の保健婦が相談に応じた． 




















そして，万が一，母親の留守中に I が再び訪れたら，それこそ Y を精神病と決めつ




の K が対応した．母親は，これまでの経過を説明し，Y 宅へ訪問しないよう求めた．
その際，母親は，Y の浪人生活，Y が肩と腰を痛めその関係で気分が多少イライラし
ているらしい点もある旨を告げた．K は，そういうことなら早く Y を入院させ肩と
腰を治療させたほうが良いと言った．さらに K は，保健所でも良い総合病院を紹介
できるから夕方に両親で来てほしいと言った．母親は，この際，良い総合病院を紹













所の PSW，「移送上の保護」のために父親の同意をもとに登場する川崎警察署の 2 名の警





































 その後，Y の退院までの経緯については一般化資料及び 50 年史では 11 月 5 日の母親か
らの大師保健所への電話から記述がはじまっているが（40 年史編[2004：176]，50 年史編
[2014：59]），実際はこの前段がある．10 月 27 日に Y は洗濯物のワイシャツのカラーに自
身の状況と病院の実情を訴える手紙を密かに忍ばせておき，それが面会に来た母親の手に
渡ることになる（桐原[2014：54]）．11 月 5 日，大師保健所に母親から Y が退院したいと
言っているがどうしたらよいかのとの相談の電話があり，その後保健所に来所する．入院
当日は同行していなかった大師保健所の I ワーカーは Y 本人の訴え，母親の気持ち，家族
状況等を聞いた結果，むしろ母親の「情緒不安定」の問題に焦点を合わせ，母親に対して








3-3 「Y 問題／Y 事件」その 2 ――協会第 12 回大会・総会中止まで―― 
 3 年半後の 1973（昭和 48）年 4 月 6 日，神奈川県立勤労会館（横浜市）で開催された協














































 翌年の 1974（昭和 49）年 5 月 18～19 日に兵庫県民会館（神戸市）において開催された
第 10 回大会・総会において，「Y 問題調査委員会報告書」が可決される．本大会は昭和 49
年草案に対する 1 回目の保安処分反対決議が承認された大会でもある． 
本大会には Y 氏，大師保健所の I ワーカー及び「Y 氏を支援する会」メンバーも参加し


















 この I ワーカーの意見表明に対しては，Y 氏を支援する会メンバーより，保健所の問題と

































 第 11 回大会・総会前日の同年 6 月 2 日に新潟県精神衛生センターで開催された全国理事
会の場で会員に配布することになっていた上述の一般化資料の説明が担当理事より行われ










総会自体は『P.S.W 通信』を見る限りほぼ Y 問題一色の様相となった．Y 問題に関する議
題としては，①大師保健所 I ワーカーに対して協会より態度を確認し，処分を検討するとい







 しかしブロック研修会は必ずしも Y 問題を継承・深化する方向には行われず，Y 問題と
身分法の二者択一の議論が行われがちであった（20 年史編[1984：9]）．Y 問題が起きた関




た（桐原[2013：76]）．同年 2 月 21 日，協会は関東甲信越ブロック中止に至る経過と総括
文を参加者に送付するが，考える会はそれに対する 10 項目質問とともに総括の白紙撤回要
求を行った．4 月には理事長の小松が渡米し，岩本が理事長代行となった．その後も折衝を
重ねるものの解決の糸口は見いだせず，同年 5 月 15 日に開催された常任理事会と考える会
との折衝が破綻し，同月 17 日には当時の事務局長が辞任した．翌日 18 日の事務局長会議




方向となったが，翌 22 日，理事長代行は第 12 回大会・総会の中止を決定した（20 年史編

















をふまえて協会は 1980（昭和 55）年 1 月 20～21 日に大阪市教育センター（大阪市）で開
催された第 15 回大会・総会の場において協会機能回復のための「提案委員会」の設置を決



























動」という PSW の使命は，その絡み合いの解きほぐしを比較的容易にする補助線となる． 
 
3-4  協会の保安処分に対する「対抗」の過程 
協会は刑法への保安処分導入の機運に対して，Y 問題への対応の時期とほぼ重なる 1970
～80 年代前半に，以下のようにあわせて 5 回の反対決議を行っている．この後にも協会は




研究については第 4 章 4-1-1 で取り上げる． 
 
1 回目：1974（昭和 49）年 5 月 17 日，第 10 回大会・総会決議 
2 回目：1980（昭和 55）年 9 月 6 日，第 16 回大会・総会決議 
3 回目：1981（昭和 56）年 6 月 27 日，第 17 回大会・総会決議 
4 回目：1982（昭和 57）年 6 月 26 日，第 18 回大会・総会決議 
5 回目：1983（昭和 58）年 7 月 2 日，第 19 回大会・総会決議 
 
 協会が保安処分導入の機運に対してはじめて公の場において反対の意思を表明したのは
第 10 回大会・総会の場である．決議の契機は，第 2 章 2-1 及び 2-2 で整理した通り，その
対象を「精神障害犯罪者」及び「薬物中毒による犯罪者」の「治療を主眼とする処分」に
特化された昭和 36 年準備草案の公表がなされた後に，その後の長い議論の末，法制審議会
答申として法務大臣に答申された昭和 49 年草案の公表である．昭和 49 年草案に至る保安
処分導入の機運に対しては，精神神経学会が精神神経学会反対意見書を公表し，また日弁
連が昭和 49 年日弁連意見書を公表している． 









営が正常化に向かう直前の第 16 回大会・総会において 2 度目の保安処分反対決議を採択し







 第 2 章 2-3 で述べた通り，1980（昭和 55）年 8 月に発生した新宿駅西口バス放火事件後
の奥野法務大臣による保安処分を含む一連の刑法全面改正発言は，昭和 49 年草案以降，議
論が「停滞」していた保安処分導入の機運をにわかに勃興させた．協会はこの動きに対し
て第 17 回大会・総会において 3 度目の反対決議となる奥野法務大臣宛「抗議文」（日本精
神医学ソーシャル・ワーカー協会[1981：23]，「巻末資料１」に②として全文掲載）送付の










協会は 1981（昭和 56）年 7 月 4 日，精神神経学会会議室で開催された第 7 回会合から常
任理事の高橋一と事務局が出席している（日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会[1981：













 この時期に協会はもう一つ「具体的行動」を起こしている．それは第 2 章 2-3 で述べた，









旨の発言がなされた（日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会[1982a：15]，なお 11 月 4
日に開催された上記意見交換会を「第 4 回目」とする記載ミスがある．実際は第 3 回目で
ある（第 2 章 2-3 参照））． 
 この発言を契機として日弁連より協会に対して意見交換の要望があり，同年 12 月 1 日，
日弁連会館において協会と日弁連との懇談会が開催されることになる（日本精神医学ソー
シャル・ワーカー協会[1982a：16-17]）．協会からは柏木昭理事長（当時）以下 7 名，日弁
連からは原秀男委員長代行（当時）以下 5 名が出席している．協会は席上，「PSW 協会の
基本姿勢について」と題した協会の紹介とこれまでの保安処分に対する対応の経過を記し











































 なお，同月末の 12 月 26 日，本章 2-3 で先述の通り，法務省と日弁連との第 4 回意見交
換会の席上，法務省より「治療処分」に一本化され罪種による対象者要件を規定した骨子
が提出されている． 
 骨子公表後の翌 1982（昭和 57）年 6 月 26～27 日，札幌宣言が採択された第 18 回大会・
総会において，4 度目の反対決議となる「刑法改悪・治療処分新設法案の国会上程を阻止す
る決議」が採択される（日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会[1982b：12]，「巻末資料 1」


































盛り込まれた 4 度目の反対決議と次に述べる野田報告書見解こそ，20 年後の医療観察法へ
の積極的関与を予想し得るものといえる． 






























及び保健婦が実施を拒否したことが端緒となっている．1983（昭和 58）年 10 月に全国精
神衛生実態調査が予定されていた中でのことであった 7)．本件については協会会員からの

















 身分法・専門資格制度新設に向けての協会の動きについては本章 3-1 で先述の通り 1971
（昭和 46）年の中央社会福祉審議会による「社会福祉士」法案に反対の意を表明して以降，




の要望，②1987（昭和 62）年の精神衛生法の改正の 2 点である． 




・1979（昭和 54）年 12 月，「全国公私病院連盟」による，「専任の保健婦，ケース
ワーカー，栄養士」による「医療の指導・相談」に対する病院診療報酬改定要求． 
・1980（昭和 55）年 3 月，「日本精神病院協会」による，「精神科ソシアルワーカー
や臨床心理士」による「早期退院，再発防止を目標とした社会復帰訓練や，地域
精神衛生の実践」を推進するための技術料の評価と改訂の要望． 
・1980（昭和 55）年 4 月，「全国自治体病院協会精神病院特別部会」による，「精神
科ソーシャルワーカー等による相談指導料の点数化および資格基準設定」の要望． 




 ②の精神衛生法改正は，1984（昭和 59）年 3 月 14 日にマスコミ報道で発覚した宇都宮
病院における患者の暴行死亡事件（以下，宇都宮病院事件と略す）が直接の契機となって
いる．宇都宮病院事件とは，1983（昭和 58）年 4 月 24 日に栃木県宇都宮市にある精神科
病院である報徳会宇都宮病院（石川文乃進院長（当時））において，統合失調症で入院中の
当時 32 歳の男性患者が食事の内容に不満を漏らし男性看護職員と口論となり，そのまま看
護職員に金属パイプで強打され同日夜に死亡したという事件と，同年 12 月 30 日にアルコ
ール依存症で入院中の当時 35 歳の男性患者が見舞いに来ていた人に「こんなひどい病院か
ら退院させてくれ」と興奮気味に訴えた後，病棟内ホールで古手の患者といさかいとなり，
4 月の事件の時と同じ看護職員ら 3 人も加わり当該患者を棒などでめった打ちにし，翌 31






違反で逮捕起訴され，1986（昭和 61）年 3 月 20 日，宇都宮地裁より主犯の看護職員が懲
役 4 年，他の 3 名にも執行猶予付きで懲役 3 年－1 年 6 か月の実刑判決を受けることにな
った．また院長も無資格の職員による診療行為を行わせていた等，保健婦助産婦看護婦法






 宇都宮病院事件に対しては，日本精神病院協会（1984（昭和 59）年 4 月），精神神経学
会（同年 5 月），日弁連（同年 10 月）の各団体が声明を出している（広田 [2004：156-164]）．
協会も同年 6 月，第 20 回大会・総会において「報徳会宇都宮病院問題に関する決議」を採
択している（30 年史編[1994：5]）． 
 東京第二弁護士会「精神医療と人権」分科会有志は，戸塚悦朗弁護士を中心として 1984
（昭和 59）年 10 月，「精神医療人権基金」準備会を発足させ，翌 1985（昭和 60）年 3 月
23 日，基金運営委員会（委員長：日弁連会長（当時）柏木博）にその諸活動を託した．基
金運営委員会は，同年 5 月 4 日から 16 日まで，国際法律家委員会（ICJ）と国際保健専門
職委員会（ICHP）による NGO 合同ミッションを日本に招聘した．NGO 合同ミッション
は拒否された 1 か所を除き，宇都宮病院をはじめ，国立武蔵療養所など数か所の精神科病
院を訪問した．また法務省，厚生省をはじめ精神障害に関与している 12 の諸団体と討論を








部を改正する法律案」は 1987（昭和 62）年 9 月 18 日に参議院本会議で可決・成立し，「精
神保健法」として同月 26 日公布された 9)．同年には「社会福祉士及び介護福祉士法」も可
決・成立しており，医療機関を除く分野でのソーシャルワーカーの国家資格化が実現して
いる． 












については「50 床に 1 名」，リハビリ機関等については「利用者 5 名につき 1 名」，保健所
等については「人口 5 万人につき 1 名」の配置を要望している．(ア)の前半で述べられてい
る協会入会に関わる 4 年制大学卒業規定は，「社会福祉士及び介護福祉士法」が制定された
1987（昭和 62）年，第 23 回大会・総会（神戸市）において承認された協会の年度事業方
針「国の社会福祉職への資格制度化に対する対応について」（30 年史編[1994：22-24]）に





こと，(5)業務上の裁量権を有することの 5 つである．協会は 1985（昭和 60）年度に業務
検討委員会を設置し，社会福祉士国家資格制度が施行された以降，基本 5 点を土台にして
1989（昭和 64）年 1 月 14 日，常任理事会において「精神科ソーシャルワーカー業務指針」
を承認した．その後，資格制度化の運動を推進し，1997（平成 9）年 12 月 12 日に可決・
成立した「精神保健福祉士法」に結実させることになる． 
(イ)では，(ア)を基本として，改正精神衛生法の中に必置を要する専門職として PSW を
位置づけることと，その任用にあたっては基本 5 点の一つである「学校教育法における 4




















なお，精神衛生法改正議論の最中，1986（昭和 61）年 11 月 1 日付で協会も加盟団体の






























第 4 章 協会の医療観察法への関与の過程 
――保安処分と PSW との親和性―― 
 



















を構成する一員として PSW が明記されたことを契機として，特に上述の 3 点目の社会復帰
（阻害）要因の「除去」を担う最適な専門職は PSW であるとして，2001（平成 13）年 12































































 調査は 1988（昭和 63）年 2 月にアンケートにより行われた．全国の国立，自治体立，法




















450 万人の地域を担当し，規模は 15～30 床で，イギリスにおける「セキュア・ユニット
（Secure unit）」等を参考に施設基準を設けることを提案している 8)． 




























































として反対運動が広がる．精神神経学会は 1991（平成 3）年 5 月に「保安処分に反対する
委員会」，及び 1992（平成 4）年 3 月に「精神医療と法に関する委員会」が反対の見解をま
とめる．その後，「全国『精神病』者集団」を中心とする運動団体に全国精神医療従事者連
















































1997（平成 9）年，第 141 回臨時国会において「精神保健福祉士法」が成立し，既に「社
会福祉士及び介護福祉士法」において国家資格化されていたソーシャルワーカーに加えて，
精神保健福祉分野に特化したものとして PSW の国家資格化が名称独占資格として実現す





















13）年 1 月 29 日から 10 月 16 日まで 7 回の議事録が残る法務省・厚生労働省の合同検討
会へと引き継がれる．協会も企画部企画委員会の「重大な犯罪行為をした精神障害者の処
遇等に関するプロジェクト」（以下，プロジェクトと略す）において 2000（平成 12）年 12
月から 2002（平成 14）年 1 月まで計 9 回の会合を持ち，触法心神喪失者等問題について意
見の整理を行っている（木太[2002a：20]）．その最中の 2001（平成 13）年 6 月 8 日，池
田小事件が発生する．池田小事件とは，2001（平成 13）年 6 月 8 日午前 10 時過ぎころ，
大阪府内に住む T が出刃包丁 1 本及び文化包丁 1 本をビニール袋に隠し持って，大阪教育
大学教育学部附属池田小学校に侵入し，同校舎内において児童 8 人を刺殺，児童 13 人と教




































ず，同年 11 月 9 日の第 10 回会合の場において了承されている． 
その後，同年 11 月 12 日，当時の与党 3 党（自民党，公明党，保守党）の政策責任者会
議において心神喪失者等の触法及び精神医療に関するプロジェクトチーム報告書（以下，
与党 PT 報告書と略す）が公表される．与党 PT 報告書は自民党 PT 報告書にあった「治療
措置制度」という文言が単に処遇という言葉に置き換えられているものの，その基本的骨
格は自民党 PT 報告書を土台としている．また自民党 PT 報告書及び与党 PT 報告書では，
PSW が「判定機関」の構成員の一員として想定されているが，保護観察所に PSW を配置
することまでは明記されていなかった．さらに両報告書では処遇要件は示されていない． 
 2002（平成 14）年 3 月 15 日，6 章 121 条からなる医療観察法案が閣議決定される．同



















案は第 154 回国会衆議院における厚生労働委員会との連合審査を交えて計 6 回の審議が行
われたが，特に再犯のおそれとその予測可能性に関する質疑が集中し，結局審議未了のま
ま次期国会に継続審議となった．  
 同年 11 月 15 日，自民党より衆議院法務委員会理事会に医療観察法案修正案が提出され






























一旦継続審議となるものの，2003（平成 15）年 5 月 6 日の第 156 回国会参議院法務委員会
において再度趣旨説明が行われ，同年 6 月 3 日に参議院法務委員会，同月 6 日に参議院本
会議において賛成多数で可決し，再び衆議院に送られる．同年 7 月 8 日に衆議院法務委員
会，同月 10 日に衆議院本会議において賛成多数で可決し医療観察法は成立，同月 16 日に
法律第 110 号として公布された 18)．2 年間の経過措置後，2005（平成 17）年 7 月 15 日よ
り施行されている 19)． 
 
4-2 医療観察法成立に PSW はどのような関わりを持ったのか？ 
 協会は池田小事件以後，上記法案検討段階の前後にかけて共同提案のものも含め以下の
声明等を発表している（2015 年 9 月現在，以下，冒頭の番号のみの表記とする）． 
 
①「校内児童等殺傷事件に関する見解」（2001（平成 13）年 6 月 18 日） 
②「重大な犯罪行為をした精神障害者の処遇等に関する見解」（2001（平成 13）年 9
月 17 日） 
③「重大な犯罪行為をした精神障害者の処遇等に関する見解・補足説明」（2001（平
成 13）年 9 月 17 日） 
④「精神障害者の医療及び福祉の充実強化と触法心神喪失者等の処遇の改革に関す
る要望書」（2001（平成 13）年 12 月 13 日） 
⑤「『精神障害者の医療及び福祉の充実強化と触法心神喪失者等の処遇の改革に関す
る要望書』を提出するに至った経緯等の報告」（2002（平成 14）年 1 月(日にち不
明)） 
⑥「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律 
（案）』について」（2002（平成 14）年 4 月 12 日）※1 
⑦「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律
案』に関する提言」（2002（平成 14）年 4 月 21 日） 
⑧「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律
（案）』についての声明」（2002（平成 14）年 5 月 14 日）※2 
⑨「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律
案』に関する見解」（2002（平成 14）年 7 月 13 日） 
⑩「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律』
成立にあたっての見解」（2003（平成 15）年 8 月 13 日） 
⑪「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律』
に関する現段階での見解」（2004（平成 16）年 11 月 26 日） 
⑫「『心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律』










ついて」（2009（平成 21）年 2 月 19 日） 
⑮「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律























































そして先述した自民党 PT 報告書及び与党 PT 報告書において「判定機関」を構成する一
員として PSW の明記がなされたことを理由に，保護観察所に PSW を配置することを要望





にあたり，PSW は生活支援の観点から援助を行うことの規定，(4)新法施行は 3 年以内，及
び処遇ガイドラインの策定，(5)保護観察所への PSW の配置，(6)不服申立てシステムの確



































2002（平成 14）年 3 月 18 日に医療観察法案が第 154 国会に提出されたことを契機とし
































の配置要望，市町村への PSW 配置の促進を求めている 22)． 
 同時期に公表された公的団体による見解としてはあまりにもその基本的態度に齟齬があ





 日本精神保健福祉士協会は 2001 年 9 月 17 日（「②」：筆者注）と同年 12 月 17 日























先述の通り，2003（平成 15）7 月 10 日，第 156 回国会衆議院本会議にて医療観察法は










































 結局 PSW は，本制度における審判の際に処遇の要否及びその内容について裁判所が必要
と認めた場合のみ意見を述べる「精神保健参与員」，及び保護観察所における「社会復帰調




 協会は法施行を間近に控えた 2004(平成 16)年 9 月 11～12 日に開催された第 1 回理事会
において「見解（案）」を常任理事会の責任でまとめることの提案が承認され（日本精神保




























































































則 2 条 1 項における入院（急性期）を最大 3 か月，附則 2 条 2 項における（社会復帰期）
における入院を最大 6 か月可能としたものである．この省令改正は「指定入院医療機関の
整備の難航と法の破綻」（富田[2009：1124]）を示すものであった．この省令改正に先立っ
て厚生労働省は同年 7 月 18 日付でパブリックコメントを募集したが（同月 25 日までの 7
日間），コメントは 8 通で全てが否定的な意見であったが，病床不足の応急的な措置である
旨の回答がなされている（吉川他[2009：619]）．しかし本省令改正でも病床不足の問題は
解決できなかったため，厚生労働省は 2009（平成 21）年 2 月 13 日付で更なる省令改正の
ためのパブリックコメントの募集を行った．⑭はそれに対するコメントである．更なる省








年 3 月 10 日に改正されている． 
⑮は観察法附則第 4 条，すなわち法施行 5 年経過後，「必要があると認めるときは，その
検討の結果に基づいて法制の整備その他の所要の措置を講ずるものとする」という条項を
ふまえて，協会としての見解をまとめたものである．医療観察法に対する協会の要望，見































第 5 章及び第 6 章では，本研究の中軸として，①本章に述べてきた協会の医療観察法へ
の関与がどのようなロジックで可能となったのか，②本法への関与を可能とした「切り札」
となった社会復帰調整官の役割の一つである「精神保健観察」にみる「社会復帰」の意味，











第 5 章 PSW の医療観察法への関与のロジック 







 5-1 協会機関誌 2002 年特集 
――PSW の使命を媒介とした観察法への関与の模索―― 
保護観察所に「精神保健監察官」として PSW が配置されることも盛り込まれた修正前の
医療観察法案（政府案）が閣議決定され，第 154 回国会に上程され審議が開始された 2002
（平成 14）年，協会機関誌『精神保健福祉』（以下，機関誌と略す）において医療観察法に
関する特集「重大な犯罪行為をした精神障害者と PSW の視点」（協会[2002e]，以下，2002





意識のもとに組まれている．2002 年特集の論考は，第 4 章 4-1-2 で先述したプロジェクト


















































































 以上のように 2002年特集の総説 2論考は対極的とまではいかないまでも意見の相違があ
る．しかし両者ともに必ずしも観察法に「前のめり」ではなく，PSW に対してこの問題に
関心を持つ必要があることを提起している点で共通している． 








































































加えて，回答の約 6 割が「PSW のかかわり」上の問題を挙げている．具体的には，関係性
の構築の困難さ，病気の認識の無さによる治療への結びつきにくさ，犯罪行為をした精神















査報告からは，佐藤論考や木太論考，あるいは第 4 章で述べてきた司法と福祉をつなぐ PSW
の使命とは裏腹に，PSW の触法精神障害者に対する忌避感情が如実に示された結果となっ
ている． 
 大塚は，司法の枠組みに医療観察法というかたちで PSW が関与することに対して，協会
幹部でありながら一貫して懐疑的な意見を発信している．懐疑の中身を端的にいえば，触
法行為をした精神障害者とそうでない者との間における PSW の関わりの質的差異の有無















































































































た，第 4 章 4-2 で整理検討を行った協会による見解（特に④）でも同様の指摘が盛り込ま


















 5-2 協会機関誌 2008 年特集 
――観察法への関与を契機とした PSW の権能拡大の模索―― 
第 4 章 4-2 の末尾で述べた通り，医療観察法は附則 4 条において政府による施行 5 年後
の見直し規定が設けられた．同じく第 4 章で述べた通り法改正は見送られることになるの
であるが，この見直し時期に合わせて協会は 2008（平成 20）年に機関誌において，司法分



























以上のように 2008 年特集の木太論考は医療観察法への PSW の関与を契機とした，PSW
の司法領域への職域拡大を「好例」として紹介したうえで，観察法下における PSW の権能
の強化に踏み込んだ提案を行っている．医療観察法の枠組みにおける PSW の権能強化は以

























 2002 年特集と 2008 年特集は，それぞれの法制度の動向の背景が異なるため，単純に比
較することはできない．第 4 章及び本章で先述の通り 2002 年特集時は医療観察法が法案と
して国会に上程され審議が開始された時期であり，第 4 章 4-2 で整理検討した通り，協会
は本法案に対して「迷走」の様相を見せていた時期である．2002 年特集の内容はこの段階
では流動的であった観察法案を前提として，どちらかといえば「理念」のレベルにおける





時に協会にとっては観察法附則 4 条における施行 5 年後の見直し措置が目前に迫っている
時期でもあり，精神保健参与員の合議体メンバーへの「昇格」等，PSW の権能をより強化
する「好機」でもあった．2008 年特集の内容は総じて観察法の機能面の改善と充実，及び





















 5-3 小括 





















































第 6 章 「精神保健観察」にみる社会復帰の意味 
 
 本章では社会復帰調整官の役割の一つである「精神保健観察」にみる「社会復帰」の意











































































は第 4 章 4-1-2 で述べた通りである．社会復帰調整官は保護観察所に置かれ（法 20 条 1 項），
「精神障害者の保健及び福祉その他のこの法律に基づく対象者の処遇に関する専門的知識
に基づき」，保護観察所がつかさどることになった主に以下の 4 つの事務に従事する役割を
持つ（法 20 条 2 項）．すなわち「生活環境の調査」，「生活環境の調整」，「精神保健観察の
実施」，「関係機関相互の連携の確保」の 4 点である（法 19 条）．精神保健観察については















「関係機関相互の連携の確保」も保護観察所の所掌事務として規定されている（法 108 条 1
項）． 
社会復帰調整官の属性については，「精神保健福祉士その他の精神障害の保健及び福祉に







（3）精神保健福祉に関する業務において 8 年以上の実務経験を有すること 
（4）大学卒業以上の学歴を有すること 





れてはいないが，第 4 章 4-2 で述べた観察法附則 4 条の規定に基づいた報告によれば，平
成 22 年度時点では 112 名であるとされている．保有資格については PSW が 105 名，保健
師が 4 名，看護師が 9 名，作業療法士が 3 名，そして社会福祉士が 37 名となっている（厚
生労働省[2010]）．合計数が合わないのは複数の資格を保有している社会復帰調整官が複数
いるということであると考えられる．また平成 23 年度時点では 137 名が配置されていると
する記載がある（厚生労働省[2012]）．さらに前述の殿村ほかによれば，「現在欠員も含めて


















「保護観察所」が担うこととなり，実質的には，その 9 割近くが PSW である社会復帰調整
官がその任に当たるという点である．このポイントから，当該職務に通院処遇の履行のた




































































































































































































































































 6-4 小括 

















































































の 4 種に規定される．前の 2 つはどちらかといえば治療的意味合いが強い処分であり，後
の 2 つは予防拘禁的意味合いの強い処分である．戦後，日本では基本的に前の 2 つの処分
の実現をめぐって攻防が繰り広げられた． 





















 第 1 節では，現行刑法制定から日本における保安処分検討のメルクマールともなってい

























 第 2 節では，昭和 49 年草案に対する法と医療を司る各種団体の反応の経緯について整理
した．昭和 36 年準備草案とその後の検討を経て，改正法案のかたちで治療に主眼が置かれ
た昭和 49 年草案が公表される．昭和 49 年草案は，精神神経学会が賛成から反対へと転換
したのをはじめとして，それまで必ずしも主流ではなかった反対運動を勃興させる契機と
なった．協会も同様であり，少なくとも昭和 49年草案までは強固な反対運動を繰り広げた． 

































和 39）年 11 月 19 日，仙台市において設立総会が開催され，この年より「日本精神医学ソ
ーシャル・ワーカー協会」としての活動が開始された．協会設立を加速させた契機は 1964





時に PSW の不安定な雇用状況も顕在化しており，協会は PSW の身分制度確立，待遇改善
を模索することになった． 
第 2 節から第 3 節では，第 1 節後半の状況下において勃発した Y 問題とその後の協会の
曲折についてやや紙幅を割いて整理検討した．Y 問題とは本論で述べた通り，1969（昭和






（昭和 48）年に開催された協会総会の場において Y 自身により告発がなされた．協会は Y
問題を中心に据えた議論を展開しようとしつつも，むしろ個々の協会員にとっては身分制
度問題のほうが喫緊の課題でもあったため，二者択一の様相を見せていた．曖昧な態度を



























第 1 節では，医療観察法成立の経緯について，2001（平成 13）年 6 月に発生した池田小
事件を，本法成立を「加速」させた契機と前提したうえで整理した． 



























発足し，同年 10 月には自民党 PT 報告書が公表された．同年 11 月には自民党 PT 報告書を
土台とした当時の与党 3 党による与党 PT 報告書が公表され，これを基にして 2002（平成








2003（平成 15）年 7 月の第 156 回国会において可決成立し，2 年間の経過措置を経て，2005
（平成 17）年 7 月 15 日より施行となった．PSW は医療観察法において「精神保健参与員」






した①を含めて，本法に関連してあわせて 15 回の見解・声明を発表している（2015 年 9
月現在）．協会は本論の通り，当初からその基本的立場としては「反対」の意を表明してい












第 5 章「PSW の医療観察法への関与のロジック―協会機関誌『精神保健福祉』における
2 つの特集の検討―」では，第 4 章における協会の見解の迷走の過程をふまえつつ，PSW
はどのようなロジックで医療観察法への関与を肯定しているのかということについて，主
に協会機関誌『精神保健福祉』における医療観察法に関する 2 度の特集，すなわち 2002 年
特集及び 2008 年特集に所収されている論考の検討を通して整理した．第 1 節では 2002 年





察法の機能面の改善と充実，及び PSW の関与の強化に焦点が絞られている．2008 年特集
時は医療観察法施行 3 年目の時期であり，法の「機能」のレベルにおける不備が露呈し始
めた時期でもあった．また協会にとっては施行 5 年後の見直し措置が目前に迫っている時












































































るなかで，イギリスにおけるACTと類似の地域サービスであるCommunity Mental Health 
Team（CMHT）の日本版であり PSW も関与する「精神科訪問支援ステーション」の導入
を提案している（松原[2008]）． 
 医療観察法は PSW のみならず，社会福祉士を含めたソーシャルワーカー全般における養
成段階においても必須の事項として規定されている．1987（昭和 62）年の成立以来 20 年
ぶりに改正された社会福祉士及び介護福祉士法（「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を







域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」，2010（平成 22）年 12 月 3 日成立，
2012（平成 24）年 4 月 1 日施行）における「精神障害者の地域生活を支える精神科救急医
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本法施行後すでに 10 年が経過しており，徐々に PSW による医療観察法の枠組みにおけ





















































5)上記注 4 及び第 4 章注 3 とも重複するが，例えば政府与党において観察法が具体的に検












































【第 1 章】 







は 1969（昭和 44）年及び 1973（昭和 48）年の 2 度の保安処分及び刑法改正に関する特
集号を含め 20 編，『法律のひろば』では 2 章でその検討過程について述べるが 1961（昭
和 36）年 12 月に刑法改正準備会によって公表された「改正刑法準備草案」について，本
章でも引用した小川太郎の解説論考や 1972（昭和 47）年及び 1981（昭和 56）年の 2 度
の保安処分に関する特集号を含め 37 編，『自由と正義』では 1969（昭和 44）年及び 1981



















































































12 月 3 日判決）． 
 




載されているものは URL を記載した． 
・「刑法改正綱領」（臨時法制審議会決議，1926（大正 15）年）（牧野 [1934：304-306]） 








78]]※「第 16 章保安処分」条項案のみ掲載） 
・「同 理由書」（病院精神医学会[1972：13-49]※抄録として「序説」及び「第 1 編総則






川[2001：315-323]※イ案は「第 16 章保安処分」，ロ案は「第 16 章治療矯正処分」各
条項案のみ掲載） 
・「保安処分に関する中央精神衛生審議会の意見」（1969（昭和 49）年 1 月）（病院精神
医学会[1972：65-66]） 
・「保安処分制度新設に反対する決議」（第 68 回精神神経学会総会，1971（昭和 46）年 6
月）（病院精神医学会[1972：109]） 
・「保安処分制度新設に反対する意見書」（精神神経学会理事会保安処分に反対する委員
会，1971（昭和 46）年 8 月）（病院精神医学会[1972：109-114]） 
・「刑法全面改正要綱案に対する意見（案）」（日弁連，1972（昭和 47）年 3 月）（病院精
神医学会[1972：115-116]※「（4）保安処分について」のみ掲載） 
・「改正刑法草案」（法制審議会総会答申，1974（昭和 49）年）及び「同参考案（第一次
案）B 案」（ジュリスト編集室[1982：79-84]※改正刑法草案は「第 15 章保安処分」，B
案は「第 16 章療護処分」各条項案のみ掲載） 
・「『改正刑法草案』に対する意見書――刑法全面『改正』に反対し，国民の人権を守る
ために――」（日弁連，1974（昭和 49）年 3 月）（青木[1980：318-325]※保安処分に
関する部分のみ掲載） 
・「刑法全面『改正』阻止に関する宣言」（日弁連，1974（昭和 49）年 5 月 25 日）（日本
弁護士連合会[1974a]） 





1981（昭和 56）年 8 月 31 日）（桐原[2010-]） 
・「精神医療の改善方策について（骨子）」（日弁連，1981（昭和 56）年 10 月 19 日）（桐
原[2010-]） 
・「『精神医療の抜本的改善について（要綱案）』に対する意見書」（精神神経学会及び「保
安処分に反対する委員会」，1981（昭和 56）年 9 月 29 日）（桐原[2010-]） 
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・「『精神医療の改善方策について』意見書」（日弁連，1982（昭和 57）年 2 月 20 日）（ジ
ュリスト編集室[1982：90-91]） 
・「日弁連の『精神医療の改善方法について』について」（法務省，1982（昭和 57）年 5
月 24 日）（ジュリスト編集室[1982：92-93]） 






による検挙者は 6 万 7,000 人以上，被告人は 6,000 人以上と推計される（三井他編[2003：
781]）． 




































田 [2002]）．本書 1982 年初版の「あとがき」では，「調査報告は，日本弁護士連合会・
刑法『改正』阻止実行委員会の依頼で作られ，『精神病による犯罪の実証的研究』と題し
て，さる（1982 年）3 月 17 日の，第 6 回法務省――日弁連刑法問題意見交換会の討議資
料となった．これは，保安処分の新設を急ぐ法務省に対し，最も現実をふまえた反論で
あった」と記されている．野田報告書の発端である毎日新聞に掲載された 2 つの記事
（1982（昭和 57）年 4 月 19 日及び同 21 日）及び原報告書の抜粋が佐藤 [1982]に掲載
されている．また野田のプロフィールについて立岩 [2013：97]． 
 
【第 3 章】 
1）本章の時期区分のうち，②から③の時期に関する本文における年史以外で協会の歴史に
ついてまとめたものとして，1955（昭和 30）年から PSW に従事した見浦康文による論
考がある．後者は本文でも引用している（見浦[1975]，同[1995]）．前者は機関誌におけ




である．「諸制度にかかわる精神医療の課題」のなかで，PSW 解雇問題，本章 3-1 で取り
上げた大熊による「ルポ・精神病棟」に関する通信での会員発言と並んで，保安処分及
び「Y 問題」についてページが割かれている．但し，論考の最後において 2 つを合わせ





















  協会発足 20 年目の時期には 20 年史のほか，1984（昭和 59）年の金沢市で開催された
大会の機関誌特集号のうち，シンポジウム記録として特に本章で，要所で取り上げた柏
木昭，岩本正次，小松源助，谷中輝雄の 4 名に加えて坪上宏と大野和男が司会を務めた
「協会の歴史を通しての PSW 論」がある（柏木ほか[1985]）．本記録では「Y 問題」が
起きた当時の各々の対峙の仕方について詳細に述べられている． 


































カー）の 7 点を挙げている． 









とする会の 2 種類に大別することができる．2013（平成 25）年現在，病院家族会 198，














成 23）年 3 月に完全閉鎖されている．全家連と「ハートピアきつれ川」との関係の「内
幕」に関するルポとして本澤[2002]． 
5)桐原尚之は Y 問題について，それを論じる主体ごとに「Y 事件」，「Y 裁判」，「『Y 問題』」
の 3 通りに表記を分けている．桐原は，「Y 事件は，1969 年 10 月 11 日の強制入院事件
及び収容中の人権侵害事件を指し，Y 裁判は，1971 年 12 月 1 日からの裁判を中心とし
た運動のことを指す．『Y 問題』は，1973 年の告発からの一連の問題を指し，PSW 側の
見方を反映したものである．『Y 問題』は，社会福祉学で頻繁に使用される語であること
から，そのままカッコ付で表記する」としている（桐原[2014：50-51]）． 




























































































法検討委員会」を設けたうえで翌 1986（昭和 63）年 10 月に意見書を提出する過程にお
いて，「触法および処遇困難例対策が討論され」，「この研究が保安処分とは関係ないこと
を確認の上，受けることにした」ことの 3 点を指摘している（富田 [2000：222-223]）． 
6)「処遇困難患者」対策を「急速に進展」（金杉[1992：133]）させた「精神障害者による他
害事件」とは，1990（平成 2）年 10 月 21 日に発生した丹羽兵助代議士刺傷事件（丹羽
氏は翌月 2 日に死去）のことを指す．同 22 日付け朝日新聞朝刊の記事を一部引用する．









1977 年 9 月から途中 2 度短期的に退院したほかは同病院に入院している．昨年 7 月，本
人が退院を求めたため愛知県知事の命令で『措置入院』とし，入院を継続していた．形
式的には閉鎖病棟にいることになっているが，病院側の説明では開放病棟に入っており，
午前 6 時半から午後 6 時までは自由に外出できたという」．「調べに対し『電波を流すの
でやめさせるためにやった．国会議員ならだれでもよかった．殺すつもりだった．丹羽
代議士は毎年来るので知っていた．刃物は数日前に市内の金物屋で購入した．去年もだ
れかを刺せばよかった』などと供述」．「男は 76 年末の総選挙の際に一宮市内で，愛知 3







れた．いわゆる二次医療圏（法第 30 条の 3 第 2 項第 1 号）の区域は，一体の区域として、
入院医療を提供することが相当である単位とされる．医療計画は医療法の規定に伴い少
なくとも 5 年毎の見直しが行われており，2010（平成 22）年現在，349 となっている（厚
生労働省[2015-]，宮城島[2006]）． 
8)道下研究ではイギリスのセキュア・ユニットの一つであるベスレム・ロイヤル病院，デニ


























県川に 1 億 500 万円の支払いが命じられた（朝日新聞[1992]），その後，最高裁判所はそ










これも反対派だった日本弁護士連合会から B 氏，C 氏，この問題を研究・推進課題とし






申し入れを行った」結果，本文で述べた 2001（平成 13）年 1 月から開始される合同検討
会が開始された（滝沢[2003：183-184]）．滝沢の最近の著書として滝沢[2014]． 
14)小泉首相（当時）の法務省，厚生労働省に対する指示の中身が具体的にどのような内容

































































































































   
  しかしながら上段の答弁は修正案提案以降，更なる矛盾を露呈させることになる．上
















































































































































21)なお同理事会から約 1 ヶ月後に開催された第 2 回常任理事会・第 1 回全国理事会（2002







定にしたがい，5 月 28 日付で訂正版を作成し，2002 年度定期総会の議案書に同封して，
全会員に送付」した旨の記述がある（日本精神保健福祉士協会[2002c：5]）．訂正内容は，
「指定入院医療機関における対象者の処遇について，対象者，保護者または付添人に対






については本法 95 条及び 96 条に「処遇改善の請求」に関する条項がすでにある．また，







24）第 155 回国会衆議院法務委員会厚生労働委員会連合審査会議録第 2 号（2002（平成 14）
年 12 月 3 日，国立国会図書館国会会議録検索システム）より引用． 
25)筆者は特に④から⑩の見解が出された過程を「迷走」の過程と位置付けたが，別言すれ
ば「正論」と，「妥協」，「静観」あるいは「現実主義的」との拮抗の過程と言うこともで

















（平成 16）年 6 月 1 日付で厚生労働省所管の社団法人設立が許可されている．その際の






  協会機関誌は法施行を目前に控えた 2004（平成 16）年，「当事者が望む暮らしと支援」
を特集しており，3 名の「精神障害当事者」が寄稿している（長野[2004]，香野[2004]，
山本[2004]）．第 3 章注 5 で述べた「全国『精神病』者集団」会員の長野英子は寄稿論考

















26) 医療観察法附則第 4 条の規定に基づいた法務省及び厚生労働省による検討結果はこれ
まで 2010（平成 22）年 11 月及び 2012（平成 24）年 7 月の 2 回報告されている（厚生
労働省[2010]，同[2012]）． 
 
【第 5 章】 
1)1999（平成 11）年の精神保健福祉法一部改正の際に保護者の自傷他害防止監督義務が削
除されたが，これは存置された治療を受けさせる義務（精神保健福祉法 22 条 1 項）によ
って事実上担保されるとの見解が第 145 回通常国会・参議院国民福祉委員会の質疑のな
かで示されており（広田[2004：329-331]），必ずしも保護者の負担軽減をねらったもの
ではないともいえる．精神保健福祉法における保護者制度は第 2 章 2-3 で述べたとおり，
2013（平成 25）年の精神保健福祉法の一部改正により廃止されているが，それに伴い医






2)ちなみに 2014（平成 26）年発行の『平成 26 年版犯罪白書』の統計によれば，2013（平
成 25）年「一般刑法犯及」び「道交法違反を除く特別法犯」の検察庁新規受理人員総数
は 355,388 人であり，内，不起訴人員総数は 164,711 人となっている．不起訴理由の内，
「心神喪失」は 579 人（0.4％）である．確定裁判については，2013（平成 25）年の総
















5) 医療観察法の「機能面の改善と充実，及び PSW の関与の強化」にも関連するものとし













という 7 つを挙げている（日本精神保健福祉士協会[2010：66-69]）． 
 
【第 6 章】 








































2)第 3 章注 5 を参照． 
3) ICIDH（International Classification of Impairments, Disabilities, and Handicaps，国
際障害分類）は 1980（昭和 55）年，世界保健機関（WHO）において，国際疾病分類（ICD）
の補助分類として，機能障害と社会的不利に関する分類として発表されたもので，日本
語版は 1985（昭和 60）年に「WHO 国際障害分類試案（仮訳）」として発表された．そ
136 
 
の後，ICIDH の改訂の検討が行われ，2001（平成 13）年，第 54 回 WHO 総会において，


































































































































朝日新聞[1970]朝日新聞東京版，「1．檻」（1970（昭和 45）年 3 月 5 日夕刊，第 10 面），
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昭和 56 年 6 月 27 日 
日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会第 17 回全国大会 
大会運営委員長 関原 靖 
日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会第 17 回総会 




③「刑法改悪・治療処分新設法案の国会上程を阻止する決議」（1982（昭和 57）年 6 月 26
日）（日本精神医学ソーシャル・ワーカー協会[1982b：12]） 
 私達は，1974 年法制審議会が法務大臣に対して「改正刑法草案」を答申して以来刑法の






























1982 年 6 月 26 日 









































1982 年 6 月 26 日 





























①「校内児童等殺傷事件に関する見解」（2001（平成 13）年 6 月 18 日）（日本精神保健福
祉士協会[2001a：169]） 







































②「重大な犯罪行為をした精神障害者の処遇等に関する見解」（2001（平成 13）年 9 月 17
日）（日本精神保健福祉士協会[2001b：259]） 
日本精神保健福祉士協会 












































































置入院者の数に有意な差が生じることはないと考える．しかしながら 1999（平成 11）年 6
月現在の統計によると，人口 1 万人に対する措置入院者の割合は全国平均で 0.27 人である























































































































































から検討を早急に進めること．｣）に基づいて，2001 年 2 月から法務省と厚生省（当時）
の合同検討会が開始されていました． 
 ところが，昨年 6 月の大阪池田小学校児童殺傷事件を契機とし国民の大きな関心事とな
り，緊急な政治課題として急浮上することになったものです． 
この問題に対して，本協会としては，企画部プロジェクトとして 2000 年 12 月から検討
を開始し，2001 年 5 月には会員へのアンケート調査を実施するなどの取り組みを行ってき
ました．池田小学校の痛ましい事件に対しては，2001 年 6 月 18 日付で｢校内児童殺傷事件
に関する見解」機関誌・精神保健福祉・通巻 46 号，169 ページに掲載）を表明し，9 月 20















きましたが，10 月 5 日には本協会も自民党 PT に呼ばれ，その時点での協会の見解を改め
て直接伝える機会を得ました． 
そして，11 月に入り，1 日に公明党 PT が 「新たな精神障害者の触法行為に対する処遇
システムについて」を公表し，9 日に自民党 PT による「心神喪失者等の触法及び精神医療
169 
 
の施策の改革について」を，引き続き 12 日には与党政策責任者会議として PT 報告書をそ
れぞれ公表したことは報道等を通じてご存知のことと思います．また，11 月 22 日には民主
党 PT の中間報告も出されています（資料として，自民党 PT 報告書，与党 PT 報告書，民
主党 PT 中間報告を添付します(※本稿では省略：筆者注)）． 

































































































































































































る見解」（2001 年 9 月 20 日）及び「精神障害者の医療及び福祉の充実強化と触法心神喪失




































































会長 門屋 充郎  
本誌第 118 号の 9 ページに掲載した標記提言に重大な誤りがあったため，第 1 回全国理











についての声明」（2002（平成 14）年 5 月 14 日）（病院・地域精神医学会[2002：76]） 
全国精神障害者社会復帰施設協会     全国自治体病院協議会精神病院特別部会 
全国精神医療労働組合協議会       全国精神障害者地域生活支援協議会 
全国精神保健福祉センター長会      全国精神保健福祉相談員会 
全国保健・医療・福祉心理職能協会    国立精神療養所院長協議会 
全日本自治団体労働組合衛生医療評議会   地域精神保健・社会福祉協会 
日本作業療法士協会           日本精神科看護技術協会 
日本精神神経学会            日本児童青年精神医学会 
日本集団精神療法学会          日本精神保健福祉士協会 
日本総合病院精神医学会         日本病院・地域精神医学会 
日木臨床心理学会 




































関する見解」（2002（平成 14）年 7 月 13 日）（日本精神保健福祉士協会[2015-]） 
日本精神保健福祉士協会第 38 回総会 
 日本精神保健福祉士協会は 2001 年 9 月 17 日と同年 12 月 17 日に重大な犯罪行為をした
精神障害者の処遇に関する「見解」と「要望」を表明した．その後，標記法案が明らかと






































にあたっての見解」（2003（平成 15）年 8 月 13 日）（日本精神保健福祉士協会[2003b：
274]） 
日本精神保健福祉士協会 会長 高橋 一 


































する現段階での見解」（2004（平成 16）年 11 月 26 日）（日本精神保健福祉士協会[2004b：
12]） 





た 30 床規模の専門病棟の全国 24 か所の設置についても，一部で病床数を縮小する形での
病棟設置や既存病棟での改修による設置も許容するなど，法施行の難しさを物語っている． 





















































































































































ける社会復帰調整官の増員について（お願い）」（2008（平成 20）年 9 月 5 日）（日本精
神保健福祉士協会[2015-]） 





































示（案）に関する意見募集（案件番号 495080398）について」（2009（平成 21）年 2 月
19 日）（日本精神保健福祉士協会[2015-]） 
















として，2008 年 8 月 1 日に改正されたと理解しております． 
 前回の改正時に，特定医療施設等に入院決定を受けた対象者を 3 か月とはいえ入院によ





















































































法施行 5 年経過を迎え 
 今回，法施行後 5 年を迎え，これまでの関与を踏まえて，本協会として現時点における
医療観察法に関する評価を提示し，課題解決に向けた具体的な提言を行うことを企図した
が，先ずは，改めて法そのものに関する全体的視点からの見解を以下に示すこととした． 
 なお，医療観察法が現状として施行されている間は，当然ながら法制度に関与しつつ，
法制度における矛盾や課題の把握やそれらの改善に向けた行動も，個々の対象者支援に関
する実践や支援において行っていくという姿勢は貫徹するものである． 
 
１）法制定の背景要因の変化に関する検証の必要性 
 精神科病院がいわゆる触法精神障害者を措置入院として受け入れていることが病院の開
放化の隘路となり，特別な制度のもとでの手厚い医療の提供が必要であるという説明が法
制定前にあったことに対し，法施行後 5 年の現段階において，精神科医療がどのように変
わったか細部にわたる検証は欠かせない． 
188 
 
 
２）精神医療や精神保健福祉全般の水準向上は為されたのか 
 医療観察法の附則には，政府による「精神医療等の水準の向上」と「精神保健福祉全般
の水準の向上」が謳われている．医療観察法の整備と精神保健医療福祉の向上を車の両輪
と位置付けたものであるが，この間の取り組み実績は果たして車の両輪たり得たのであろ
うか． 
 法の対象者の状況をみると，医療観察法の対象となる以前に一般精神医療を利用してい
た者が半数近くに及んでいる．このことは，現状の精神医療や精神保健福祉全般の水準が
精神障害者の生活を十分に支えるまでに至っておらず，再発や悪化を防ぎきらず，結果と
して対象者にとっても対象行為の被害者にとっても不幸な結果を招くこととなっているこ
とを如実に示すものである． 
 2010 年の診療報酬改定により，救急・急性期・身体合併症医療の重点的評価は行われた
ものの，依然として医療法上の精神病床の人員配置基準は変わらず，低い基準に抑えられ
ている．また，精神障害者の障害福祉サービスや地域生活支援事業の利用は増えているが，
病院からの地域移行を含めた地域における精神障害者の生活支援体制は量的にも質的にも
心もとない状況であることに変わりない． 
 
３）既に破たんを呈した手厚い医療提供体制 
 一方，手厚い医療を謳っていた指定入院医療機関のたび重なる基準や規格の変更により，
小規模病棟ではコメディカル職種の配置が少なくてもよく，なおかつ一般病棟の一部に医
療観察病床を置くことができるとしたこと，指定病床以外の病床を「特定病床」として法
対象者の受け入れを可能としたことは，精神保健福祉法上の入院医療と医療観察法による
入院医療を切り離して「手厚さ」を提供するとした当初の制度設計がもはや破綻している
ことを意味している． 
 
４）改めて，障害者権利条約に照らした精神保健医療福祉全体の抜本的変革の推進と実現 
 を 
 いま急ぐべきは，車の両輪の一方の車輪として位置付けられた精神保健医療福祉の貧困
状況を改善し，大胆な改革へのスピードを上げていくことである． 
 現在，障がい者制度改革推進会議において，障害者権利条約との整合性に照らした国内
関連法の整備・制度改革が議論されている．そのなかで，医療分野における論点の一つと
して，精神科医療における強制入院制度の見直しが掲げられており，医療観察法における
入院も含めた検討が行われることになっている．このような動向も踏まえて，国はいま一
度医療観察法のあり方を検証し，大胆な見直しを検討すべきである． 
 
５）検証のための丁寧な実態報告を 
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 医療観察法を現時点で評価・検証するには，制度総体としてあまりにもその実態が明ら
かにされていない点が多い．我々の個別実践の積み重ねはあるものの，対象者の処遇を含
めた全国の運用実態を明らかにすることなしには具体的な課題も抽出できない．見直しの
あり方を検討するためには実態を明らかにすることが先ず必要である． 
 
おわりに 
 本協会としては，見直した結果としての方向性が廃止なのか改正なのかという結論あり
きではなく，今後批准しようとしている障害者権利条約に照らした法制度の見直しを図る
ことと，その検証及び検討のために運用の諸実態を明らかにすることを求めるものである． 
 
以上 
 
参考：本協会のこれまでの見解や要望等 
※2001.9.17「重大な犯罪行為をした精神障害者の処遇等に関する見解」「補足説明」 
※2001.12.13「精神障害者の医療及び福祉の充実強化と触法心神喪失者等の諸具の改革に
関する要望書」 
※2002.7.13「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律案」に関する見解（日本精神保健福祉士協会第３８回総会） 
※2003.8.13「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律」成立にあたっての見解  
※2004.11.26「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律」に関する現段階での見解 
※2006.1.24「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律」の運用に関する要望について  
※2008.9.5「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」
における社会復帰調整官の増員について（お願い）  
※2009.2.19＜パブリックコメントへの意見提出＞心神喪失等の状態で重大な他害行為を行
った者の医療及び観察等に関する法律に基づく指定医療機関等に関する省令の一部を改
正する省令（案）及び心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等
に関する法律に基づく指定医療機関等に関する省令附則第二条第三項の規定に基づき厚
生労働大臣が定める基準の一部を改正する告示（案）に関する意見募集（案件番号
495080398）について 
 
 
 
 
